
復習用問題集           第 2 章 建築基準法 

第 2章 建築基準法 
 

問１．単体規定に関して、以下の空欄を埋めよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換気・採光のための 14  の設置義務 

(代わる設備あれば窓は不要) 

単体 

規定 

１  の 

建築物に 

適用 

構造 

2    にする 

(高さが異なるときは平均値) 

2 階３   に 

４    の手すりを設置 

天井の高さ 

バルコニー 

の手すり 

防災 

防火壁 
延べ面積６    の建物 

⇒７  して、各床面積を 

1000 ㎡以内にする 

※５        は対象外 

避雷設備 高さ８   の建物に設置 

非常用の 

昇降機 
高さ９   の建物に設置 

衛生 

石綿(アスベスト) 

居室の 

採光・換気 

採光のための窓面積 

⇒住宅の居室床面積の 10  以上 

換気のための窓面積 

⇒居室の床面積の 11  以上 

有害物質の 

使用制限 
⇒12    で添加・使用しない 

クロルピリホス 

ホルムアルデヒド 

⇒13    で 

添加・使用しない 

便所 

地階における 

居室 

15   など 

衛生上必要なものを設置 
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【解答１】単体規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単体 

規定 

全国の 

建築物に 

適用 

構造 

2.1ｍ以上にする 

(高さが異なるときは平均値) 

2 階以上の階に 

1.1ｍ以上の手すりを設置 

天井の高さ 

バルコニー 

の手すり 

防災 

防火壁 
延べ面積 1000 ㎡超の建物 

⇒区画して、各床面積を 

1000 ㎡以内にする 

※耐火、準耐火建築物は対象外 

避雷設備 高さ 20ｍ超の建物に設置 

非常用の 

昇降機 
高さ 31ｍ超の建物に設置 

衛生 

石綿(アスベスト) 

居室の 

採光・換気 

採光のための窓面積 

⇒住宅の居室床面積の 1/7 以上 

換気のための窓面積 

⇒居室の床面積の 1/20 以上 

有害物質の 

使用制限 
⇒全ての建物で添加・使用しない 

クロルピリホス 

ホルムアルデヒド 

⇒居室を有する建物で 

添加・使用しない 

便所 

地階における 

居室 

防湿措置など 

衛生上必要なものを設置 

換気・採光のための窓の設置義務 

(代わる設備あれば窓は不要) 
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問２．用途規制について、以下の空欄を埋めよ。 

 

〇全ての用途地域で建築可能なものは以下の通りである。 

１  ・教会・２  (幼保連携型認定こども園)・３  ・巡査派出所(交番)・公衆〇〇・銭湯 

 

〇「工業専用地域」以外の用途地域で建築可能なもの 

 住宅・４  ・寄宿舎・５  ・６   

 

〇学校・病院の用途制限について、１～６の空欄に、建築可能の場合は〇、不可能な場合は×を当

てはめよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇店舗・飲食店の用途制限について、１～４の空欄に、建築可能の場合は〇、不可能な場合は×を

当てはめよ 

 

 

 

 

 

 

 

・田園住居地域の★は、原則として、店舗・飲食店の建築不可だが、 

農産物直売所、農家のレストランなど７   を増進する店舗・飲食店は建築可能。 

  

・第一種低層住居専用地域では、原則として店舗や飲食店を建築することはできない。 

  ただし、以下の条件を満たす店舗・飲食店との８   であれば建築は可能。 

   ア．居住以外の部分が「９   」かつ「延べ面積の 10   」 

   イ．用途は「クリーニング取次・日用品販売・食堂・理髪店など」に限定される。 

 

 

※ ×のところは、原則建築不可だが、公益上やむを得ない等の理由で 

特定行政庁が許可した場合は、建築することが可能。 

 

 

 

工業 

専用 
工業 

準 

工業 
商業 

近隣

商業 

準 

住居 
２住 １住 

２ 

中高 

１ 

中高 
田園 ２低 1 低 

住居系 商業系 工業系 

× × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ３ ２ １ 小中高、幼稚園 

× × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ６ ５ ４ 専門学校・大学 

病院 

工業 

専用 

工業 
準 

工業 

商業 
近隣

商業 

準 

住居 

２住 １住 
２ 

中高 

１ 

中高 

田園 ２低 1 低 

住居系 商業系 工業系 

× 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ２ １ 2 階以下 かつ 

床面積 150 ㎡以下 

× 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ★ 4 3 2 階以下 かつ 

150 ㎡超 500 ㎡以下 
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【解答２】用途規制① 

 

〇全ての用途地域で建築可能なものは以下の通りである。 

神社・教会・保育所(幼保連携型認定こども園)・診療所・巡査派出所(交番)・公衆〇〇・銭湯 

 

〇「工業専用地域」以外の用途地域で建築可能なもの 

 住宅・共同住宅・寄宿舎・図書館・老人ホーム 

 

〇学校・病院の用途制限について、１～６の空欄に、建築可能の場合は〇、不可能な場合は×を当

てはめよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇店舗・飲食店の用途制限について、空欄に、建築可能の場合は〇、不可能な場合は×を当てはめ

よ 

 

 

 

 

 

 

 

・田園住居地域の★は、原則として、店舗・飲食店の建築不可だが、 

農産物直売所、農家のレストランなど農業の利便を増進する店舗・飲食店は建築可能。 

  

・第一種低層住居専用地域では、原則として店舗や飲食店を建築することはできない。 

  ただし、以下の条件を満たす店舗・飲食店との兼用住宅であれば建築は可能です。 

   ア．居住以外の部分が「50 ㎡以下」かつ「延べ面積の半分未満」 

   イ．用途は「クリーニング取次・日用品販売・食堂・理髪店など」に限定される。 

 

 

 

 

 

 

 

工業 

専用 
工業 

準 

工業 
商業 

近隣

商業 

準 

住居 
２住 １住 

２ 

中高 

１ 

中高 
田園 ２低 1 低 

住居系 商業系 工業系 

× × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 小中高、幼稚園 

× × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × × 専門学校・大学 

病院 

工業 

専用 

工業 準 

工業 

商業 近隣

商業 

準 

住居 

２住 １住 ２ 

中高 

１ 

中高 

田園 ２低 1 低 

住居系 商業系 工業系 

× 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 2 階以下 かつ 

床面積 150 ㎡以下 

× 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ★ × × 2 階以下 かつ 

150 ㎡超 500 ㎡以下 
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問３．用途規制に関して、以下の空欄を埋めよ。 

  

〇レジャー施設①の用途規制について、１～８の空欄に、建築可能の場合は〇、不可能な場合は× 

を当てはめよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇レジャー施設②の用途規制について、１・２の空欄に建築可能の場合は〇、不可能な場合は×を

当てはめよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇倉庫・車庫関係の用途制限について、１～12 の空欄に建築可能の場合は〇、不可能な場合は×

を当てはめよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ×のところは、原則建築不可だが、公益上やむを得ない等の理由で 

特定行政庁が許可した場合は、建築することが可能。 

工業 

専用 

工業 準 

工業 

商業 
近隣

商業 

準 

住居 

２住 １住 ２ 

中高 

１ 

中高 

田園 ２低 1 低 

住居系 商業系 工業系 

５ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 １ × × × × × ボーリング場 

スケート・水泳場 

６ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ２ × × × × × カラオケボックス 

ダンスホール 

７ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ３ × × × × × 麻雀・パチンコ 

８ × 〇 〇 〇 〇 〇 ４ × × × × × ホテル(3000 ㎡内) 

旅館 

工業 

専用 

工業 準 

工業 

商業 
近隣

商業 

準 

住居 

２住 １住 ２ 

中高 

１ 

中高 

田園 ２低 1 低 

住居系 商業系 工業系 

× × 〇 〇 〇 １ × × × × × × × 劇場・映画館 

200 ㎡未満 

× × 〇 〇 〇 ２ × × × × × × × 劇場・映画館 

200 ㎡以上 

工業 

専用 

工業 準 

工業 

商業 
近隣

商業 

準 

住居 

２住 １住 ２ 

中高 

１ 

中高 

田園 ２低 1 低 

住居系 商業系 工業系 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × × 車庫 

2 階以下かつ 150 ㎡内 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 ４ ３ ２ １ × × × 車庫 

3 階以上 or300 ㎡超 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 ８ ７ ６ ５ × × × 営業用倉庫 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 12 11 10 ９ × × × 自動車修理工場 

(150 ㎡以内) 
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【解答３】用途規制② 

  

〇レジャー施設①の用途規制について、１～８の空欄に、建築可能の場合は〇、不可能な場合は× 

を当てはめよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇レジャー施設②の用途規制について、１・２の空欄に建築可能の場合は〇、不可能な場合は×を

当てはめよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇倉庫・車庫関係の用途制限について、１～12 の空欄に建築可能の場合は〇、不可能な場合は×

を当てはめよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工業 

専用 

工業 準 

工業 

商業 
近隣

商業 

準 

住居 

２住 １住 ２ 

中高 

１ 

中高 

田園 ２低 1 低 

住居系 商業系 工業系 

× 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × × × × ボーリング場 

スケート・水泳場 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × × × × × カラオケボックス 

ダンスホール 

× 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × × × × × 麻雀・パチンコ 

× × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × × × × ホテル(3000 ㎡内) 

旅館 

工業 

専用 

工業 準 

工業 

商業 
近隣

商業 

準 

住居 

２住 １住 ２ 

中高 

１ 

中高 

田園 ２低 1 低 

住居系 商業系 工業系 

× × 〇 〇 〇 〇 × × × × × × × 劇場・映画館 

200 ㎡未満 

× × 〇 〇 〇 × × × × × × × × 劇場・映画館 

200 ㎡以上 

工業 

専用 

工業 準 

工業 

商業 
近隣

商業 

準 

住居 

２住 １住 ２ 

中高 

１ 

中高 

田園 ２低 1 低 

住居系 商業系 工業系 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × × 車庫 

2 階以下かつ 150 ㎡内 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × × × × × × 車庫 

3 階以上 or300 ㎡超 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × × × × × × 営業用倉庫 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 × × × × × × × 自動車修理工場 

(150 ㎡以内) 



復習用問題集           第 2 章 建築基準法 

問４．用途規制に関して、以下の空欄を埋めよ。 

〇忌避施設とは、騒音・大気汚染・悪臭などで周囲に嫌悪感を与える施設のことを言う。 

例えば、１   、火葬場、２   、下水処理施設などが該当する。 

これらの施設は、３   でその４   が決定していなければ建築することができない。 

ただし、第一種・第二種低層住居専用地域、田園住居地域、５       地域においては、

６    の７  があれば、建築することが可能となる。 

 

〇建物の敷地が複数の用途地域にまたがる場合、敷地の８    地域の用途規制が適用される 

 

 

問５．建蔽率に関して、以下の空欄を埋めよ。 

〇建蔽率とは、１   に対する、建築物の２   の割合のことを言う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６．容積率に関して、以下の空欄を埋めよ。 

〇容積率とは、１   に対する、建物の２   の割合のことを言う。 

 

〇以下の部分の床面積は、容積率の計算において延べ面積に算入しないとすることができる。 

 ・共同住宅・老人ホーム等の３   ・４    

 ・エレベーター(昇降機)の５   の部分 

・住宅・老人ホーム等の６  の床面積で、その建物全体の床面積の７  までの部分 

・８     の床面積で、その建物全体の床面積の９  までの部分 

・10     の床面積で、その建物全体の床面積の 11  までの部分 

 

〇前面道路が 12  ｍ未満の場合、 

「都市計画で定められた容積率」と「下の計算式で求められた数値」を比較し、 

値が 13   方(規制が厳しい方)をその敷地の容積率とする。 

住居系の用途地域 ⇒ 前面道路の幅員 × 14    

上記以外の地域  ⇒ 前面道路の幅員 × 15    

なお、敷地が複数の道路に接している場合は、16   の道路の幅員を採用する。 

 

 

10％ 緩和 

制限なし 

・特定行政庁の指定した３  に建つ建物 

・４   内の５    等 

・６   内の７    等 or８    等 

・建蔽率９ ％の地域かつ 10   内の 11   等 

・巡査派出所・公衆便所・12     

・公園・道路内の建物で 13   が支障なしと認め 

 14    の同意を得て許可した建物 

建蔽率の 

制限緩和 
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【解答４】用途規制③ 

〇忌避施設とは、騒音・大気汚染・悪臭などで周囲に嫌悪感を与える施設のことを言う。 

例えば、卸売市場、火葬場、ごみ焼却場、下水処理施設などが該当する。 

これらの施設は、都市計画でその位置が決定していなければ建築することができない。 

ただし、第一種・第二種低層住居専用地域、田園住居地域、第一種中高層住居専用地域において

は、特定行政庁の許可があれば、建築することが可能となる。 

 

〇建物の敷地が複数の用途地域にまたがる場合、敷地の過半に属する地域の用途規制が適用される 

 

 

【解答 5】建蔽率 

〇建蔽率とは、敷地面積に対する、建築物の建築面積の割合のことを言う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解答６】容積率 

〇容積率とは、敷地面積に対する、建物の延べ面積の割合のことを言う。 

 

〇以下の部分の床面積は、容積率の計算において延べ面積に算入しないとすることができる。 

 ・共同住宅・老人ホーム等の共用廊下・階段部分 

 ・エレベーター(昇降機)の昇降路の部分 

・住宅・老人ホーム等の地階の床面積で、その建物全体の床面積の 1/3 までの部分 

・車庫、自転車置き場の床面積で、その建物全体の床面積の 1/5 までの部分 

・宅配ボックス設置部分の床面積で、その建物全体の床面積の 1/100 までの部分 

 

〇前面道路が 12ｍ未満の場合、 

「都市計画で定められた容積率」と「下の計算式で求められた数値」を比較し、 

値が小さい方(規制が厳しい方)をその敷地の容積率とする。 

住居系の用途地域 ⇒ 前面道路の幅員 × 4/10 

上記以外の地域  ⇒ 前面道路の幅員 × 6/10 

なお、敷地が複数の道路に接している場合は、広い方の道路の幅員を採用する。 

 

※必ず、テキストに載せている事例問題で上記の当てはめ方を理解すること！！ 

 

10％ 緩和 

制限なし 

・特定行政庁の指定した角地に建つ建物 

・防火地域内の耐火建築物等 

・準防火地域内の耐火建築物等 or 準耐火建築物等 

・建蔽率 80％の地域かつ防火地域内の耐火建築物等 

・巡査派出所・公衆便所・公共用歩廊 

・公園・道路内の建物で特定行政庁が支障なしと認め 

 建築審査会の同意を得て許可した建物 

建蔽率の 

制限緩和 
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問７．高さ制限について、以下の空欄を埋めよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路斜線制限 
１  やその上空の空間を確保するための制限 

・２    で適用。 

隣地斜線制限 
３   間の空間を確保するための制限 

・「第一種・第二種４   、５   」以外で適用 

北側斜線制限 
住宅地の南側からの６   を確保するための制限 

・第一種・第二種７    地域、８   地域 

第一種・第二種９    地域のみで適用。 

斜線 

制限 

日影制限 

10  で指定 

11  の日影 

第一種・第二種低層住居専用地域 

田園住居地域 

「軒の高さが 12  超」 

or 

「13   (地階除く)」 

の建築物 

第一種・第二種中高層住居専用地域 

第一種・第二種住居地域 

準住居地域/近隣商業地域/準工業地域 

高さ 14   

の建築物 

日影制限の対象区域外でも、 

「高さが 10ｍ超」で、かつ 

「18  において、対象区域内の土地に日影を生じさせる」建築物は、 

日影制限の対象区域内にあるものと 19   。 

15     

16     / 17     

日影制限の 

適用なし 
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【解答７】高さ制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【思い出す】解答を見ずに、次の説明をせよ。 

１．隣地斜線制限を受けない用途地域を 3 つ挙げよ 

２．北側斜線制限を受ける用途地域を５つ挙げよ 

３．日影制限を受けない用途地域を 3 つ挙げよ。 

 

 

 

 

 

道路斜線制限 
道路やその上空の空間を確保するための制限 

・全ての用途地域で適用。 

隣地斜線制限 
高い建物間の空間を確保するための制限 

・「第一種・第二種低層住居、田園住居」以外で適用 

北側斜線制限 
住宅地の南側からの日当たりを確保するための制限 

・第一種・第二種低層住居専用地域、田園住居地域 

第一種・第二種中高層住居専用地域のみで適用。 

斜線 

制限 

日影制限 

条例で指定 

冬至日の日影 

第一種・第二種低層住居専用地域 

田園住居地域 

「軒の高さが７ｍ超」 

or 

「3 階以上(地階除く)」 

の建築物 

第一種・第二種中高層住居専用地域 

第一種・第二種住居地域 

準住居地域/近隣商業地域/準工業地域 

高さ 10ｍ超 

の建築物 

日影制限の対象区域外でも、 

「高さが 10ｍ超」で、かつ 

「冬至日において、対象区域内の土地に日影を生じさせる」建築物は、 

日影制限の対象区域内にあるものとみなす 

商業地域 

工業地域 / 工業専用地域 

日影制限の 

適用なし 
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問８．道路規制について、以下の空欄を埋めよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

接道義務 
建物の敷地は 

幅員４ｍ以上の道路に、２ｍ以上接してなければならない 

免除される

建築物 

周囲に広い空地を有する建築物で、 

特定行政庁が支障なしと認めて 

建築審査会の同意を得て許可したもの 

４ｍ以上の道に２ｍ以上接する建築物で、

利用者が少数であるものとして、 

用途・規模に関して一定の基準に適合し、 

特定行政庁が支障なしと認めたもの 

(建築審査会の同意は不要) 

※地方公共団体は条例で接道義務の制限を〇付加 ×緩和 

二項道路 

幅員４ｍ未満の道でも、建築基準法が適用されるときに 

すでに建物が建っており、特定行政庁の指定がある道は、 

建築基準法上の道路とみなされる 

セットバック 
道路の中心線より２ｍ後退した線を 

「道路と敷地の境界」とする 

道路内の建築制限 

道路内に建物や擁壁を建築してはいけない 

例外：建築してもよいもの 

  ・地盤面下に設ける建築物 

  ・公衆便所・巡査派出所・公共用歩廊などで、 

   建築審査会の同意を得て許可されたもの 
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【解答 8】道路規制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【思い出す】解答を見ずに、次の説明をせよ 

１．接道義務が免除される建築物はどのようなものか。 

２．2 項道路とは何か。 

３．道路内には建築物や擁壁を建築してはいけないが、例外的に建築できるものは何か。 

 

 

 

 

 

 

 

接道義務 
建物の敷地は 

幅員１   の道路に、２   接してなければならない 

免除される

建築物 

周囲に広い空地を有する建築物で、 

４    が支障なしと認めて 

５    の同意を得て許可したもの 

４ｍ以上の道に２ｍ以上接する建築物で、

利用者が少数であるものとして、 

用途・規模に関して一定の基準に適合し、 

６    が支障なしと認めたもの 

(７    の同意は不要) 

※地方公共団体は条例で接道義務の制限を〇付加 ×３   

二項道路 

幅員４ｍ未満の道でも、建築基準法が適用されるときに 

すでに８  が建っており、９    の指定がある道は、 

建築基準法上の道路と 10     

セットバック 
道路の 11  より 12  後退した線を 

「道路と敷地の 13  」とする 

道路内の建築制限 

道路内に建物や擁壁を建築してはいけない 

例外：建築してもよいもの 

  ・14   に設ける建築物 

  ・公衆便所・巡査派出所・公共用歩廊などで、 

   15   の同意を得て許可されたもの 
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問９．防火地域・準防火地域について、以下の空欄を埋めよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防火地域 

建築物 

３ 以上 

４ 以下 

地階含む 
延べ面積１  以下 延べ面積２  超 

耐火 耐火 

耐火 耐火 or 準耐火 

木造でも OK 

・延べ面積 50 ㎡以内の 

５ の６   で、外壁が７    

・高さ８  以下の門または塀 

・高さ９  超 の門または塀で、 

10   で造り、または覆われたもの 

看板・広告塔 

建物の 11  に設ける場合 

または 

12   の場合 

13   で 

作るか、覆う 

防火 

準防火地域 

共通 

・屋根 ⇒ 一定の技術基準に適合し、大臣が定めた構造方法を用いる 

・外壁の開口部 ⇒ 19   を設けなければならない。 

・外壁 ⇒ 外壁が耐火構造の場合、外壁を 20   に接して設けるこ

とができる 

 
建物が地域 

またがる 

原則：21   方の規定を適用 

例外：建物内に 22   がある場合 

⇒防火壁の外部分は 23   の規定が適用 

準防火地域 

建築物 

延べ面積 14  以下 
延べ面積 15  超 

16  以下 
延べ面積 17  超 

4 階以上 

3 階 

2 階以下 

耐火 耐火 耐火 

耐火 

耐火 

耐火 or 準耐火 耐火 or 準耐火 

耐火 or 準耐火 ★ 

★木造でも OK だが、外壁・軒裏で延焼のおそれがある部分は 18    
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問９．防火地域・準防火地域について、以下の空欄を埋めよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【思い出す】解答を見ないで、次の説明をせよ。 

１．防火地域内でも木造で建築してもよいものは何か。 

２．準防火地域で、耐火建築物等にしなければならない建築物の規模を答えよ。 

防火地域 

建築物 

3 階以上 

2 階以下 

地階含む 
延べ面積 100 ㎡以下 延べ面積 100 ㎡超 

耐火 耐火 

耐火 耐火 or 準耐火 

木造でも OK 

・延べ面積 50 ㎡以内の 

平屋の附属建築物で、外壁が防火構造 

・高さ２ｍ以下の門または塀 

・高さ２ｍ超の門または塀で、 

不燃材料で造り、または覆われたもの 

看板・広告塔 

建物の屋上に設ける場合 

または 

高さ３ｍ超の場合 

不燃材料で 

作るか、覆う 

防火 

準防火地域 

共通 

・屋根 ⇒ 一定の技術基準に適合し、大臣が定めた構造方法を用いる 

・外壁の開口部 ⇒ 防火設備を設けなければならない。 

・外壁 ⇒ 外壁が耐火構造の場合、外壁を隣地境界線に接して設ける

ことができる 

建物が地域 

またがる 

原則：厳しい方の規定を適用 

例外：建物内に防火壁がある場合 

⇒防火壁の外部分は準防火地域の規定が適用 

準防火地域 

建築物 

延べ面積 500 ㎡以下 
延べ面積 500 ㎡超 

1500 ㎡以下 
延べ面積 1,500 ㎡超 

4 階以上 

3 階 

2 階以下 

耐火 耐火 耐火 

耐火 

耐火 

耐火 or 準耐火 耐火 or 準耐火 

耐火 or 準耐火 ★ 

★木造でも OK だが、外壁・軒裏で延焼のおそれがある部分は防火構造 
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問 10．「建築確認が必要な建物」に関して、以下の空欄を埋めよ。 

 

〇建築確認が必要な場所 

 

 

 

 

 

 

〇上記の場所に限らず、建築確認が必要な建物の規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

※特殊建築物とは、10   、コンビニ、映画館、病院、ホテルなど不特定多数の者が出入りする

ような建物をいう。11   は特殊建築物に該当しない。 

 

※建築物の用途を変更した結果、それが 12    になる場合にも建築確認が必要となる。 

ただし、その 13    している場合の変更は建築確認が不要になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画区域・準都市計画区域 

防火地域・準防火地域 
で、１  をする場合 

都市計画区域・準都市計画区域 (工事する床面積２  超) 

防火地域・準防火地域     (工事の３   ) 
で、４       をする場合 

延べ面積５  超の 

６     
を 

・新築 

・延べ面積 10 ㎡超の増築・改築・移転 

・大規模修繕・大規模模様替え 

するとき 

延べ面積７  超 

または 

８  (地階含む)

の９     

を 

・新築 

・延べ面積 10 ㎡超の増築・改築・移転 

・大規模修繕・大規模模様替え 

するとき 
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【解答 10】「建築確認が必要な建物」 

 

〇建築確認が必要な場所 

 

 

 

 

 

 

〇上記の場所に限らず、建築確認が必要な建物の規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

※特殊建築物とは、共同住宅、コンビニ、映画館、病院、ホテルなど不特定多数の者が出入りする

ような建物をいう。事務所は特殊建築物に該当しない。 

 

※建築物の用途を変更した結果、それが特殊建築物になる場合にも建築確認が必要となる。 

ただし、その用途が類似している場合の変更は建築確認が不要になる。 

 

【思い出す】解答を見ずに、次の説明をせよ。 

１．防火・準防火地域で、増築・改築・移転をする場合の工事の規模はどのようなモノか。 

２．都市計画区域・防火地域などの場所に限らず建築確認が必要な建物の規模はどのようなモノか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画区域・準都市計画区域 

防火地域・準防火地域 
で、新築をする場合 

都市計画区域・準都市計画区域 (工事する床面積 10 ㎡超) 

防火地域・準防火地域     (工事の規模問わず) 
で、増築・改築・移転をする場合 

延べ面積 200 ㎡超の 

特殊建築物 
を 

・新築 

・延べ面積 10 ㎡超の増築・改築・移転 

・大規模修繕・大規模模様替え 

するとき 

延べ面積 200 ㎡超 

または 

2 階以上(地階含む)

の大規模建築物 

を 

・新築 

・延べ面積 10 ㎡超の増築・改築・移転 

・大規模修繕・大規模模様替え 

するとき 
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問 11．建築確認の手続きの流れについて、以下の空欄を埋めよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築確認の申請 

建築確認 

工事の着工 

工事の完了 

完了検査の申請 

完了検査 

建物の使用開始 

建築確認 

の申請先 

１    

２        

構造計算適合判定

の申請先 

３      

指定構造計算適合性判定機関 

一定の 

建物 

建築主 

あらかじめ４   ・５   の同意 

建築主事が、申請受理日から６ 日以内に審査 

(特殊・大規模は 7  日以内) 

※指定確認検査機関の場合、期限は９ で決める 

10   の交付 

特定工程が終了  

⇒終了日から 4 日以内に 12  の申請 

⇒中間検査合格証の交付 

⇒工事再開 

・・・・11   を含む工事 

建築主が工事完了の 13 日以内に申請 

建築主事・指定確認検査機関は到着から 14 日以内に検査 

⇒15   の交付 

検査済証の交付 

まで使用不可 

検査済証の交付 

前で使用可能 

・16      

・大規模建築物 

・特殊・大規模建築物以外 

・完了検査の 17   日から 7 日経過した時 

・18   ・建築主事が支障なしと認めた時 
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【解答 11】建築確認の手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築確認の申請 

建築確認 

工事の着工 

工事の完了 

完了検査の申請 

完了検査 

建物の使用開始 

建築確認 

の申請先 

建築主事 

指定確認検査機関 

構造計算適合判定

の申請先 

都道府県知事 

指定構造計算適合性判定機関 

一定の 

建物 

建築主 

あらかじめ消防長・消防署長の同意 

建築主事が、申請受理日から 7 日以内に審査 

(特殊・大規模は 35 日以内) 

※指定確認検査機関の場合、期限は契約で決める 

確認済証の交付 

特定工程が終了  

⇒終了日から 4 日以内に中間審査の申請 

⇒中間検査合格証の交付 

⇒工事再開 

・・・・特定工程を含む工事 

建築主が工事完了の 4 日以内に申請 

建築主事・指定確認検査機関は到着から 7 日以内に検査 

⇒検査済証の交付 

検査済証の交付 

まで使用不可 

検査済証の交付 

前で使用可能 

・特殊建築物 

・大規模建築物 

・特殊・大規模建築物以外 

・完了検査の申請受理日から 7 日経過した時 

・特定行政庁・建築主事が支障なしと認めた時 
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問 12．建築協定について、以下の空欄を埋めよ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築協定 

市町村が１  で定めた区域で締結 

① 建築協定書の作成 

② 土地の所有者・借地権者の２    

③ 特定行政庁に提出し、３  を受ける 

④ 認可した旨の４   

締結までの流れ 

変更・廃止 

土地所有者・借地権者の 

５  の合意 
変更 

土地所有者・借地権者の 

６  の合意 
廃止 

特定行政庁 

の７   

一人協定 

【効力発生の時期】 

認可日から 3 年以内に、協定区域内の 

土地に 2 以上の８          

が存することになった時 



復習用問題集           第 2 章 建築基準法 

【解答 12】建築協定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築協定 

市町村が条例で定めた区域で締結 

① 建築協定書の作成 

② 土地の所有者・借地権者の全員の同意 

③ 特定行政庁に提出し、認可を受ける 

④ 認可した旨の公告 

締結までの流れ 

変更・廃止 

土地所有者・借地権者の 

全員の合意 
変更 

土地所有者・借地権者の 

過半数の合意 
廃止 

特定行政庁 

の認可 

一人協定 

【効力発生の時期】 

認可日から 3 年以内に、協定区域内の 

土地に 2 以上の土地所有者・借地権者 

が存することになった時 


